
太田市道路位置指定申請及び事務処理要領 

最終改正　令和７年２月２５日 

（趣旨） 

第１条　この要領は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４２条第１項第５号に

規定する道路の位置の指定（当該指定を受けた後に変更した道路の位置の指定を含む。以下「道路

位置指定」という。）について法、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。以下「政令」という。）、

建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号。以下「省令」という。）及び太田市建築基準法施

行細則（平成１７年規則第２１４号。以下「細則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（事前協議） 

第２条　道路位置指定を受けようとする者は、太田市開発事業指導要綱（平成１７年３月２８日太田市告

示第１７号）に基づき事前に協議しなければならない。 

２　道路を太田市に寄付し、又は道路等が帰属する場合は、担当課と事前に協議しなければならない。 

（提出書類） 

第３条　道路位置指定の申請の他届出は、省令並びに細則で定める図書等を別表に掲げるところにより

添付のうえ提出するものとする。 

（審査及び完了検査） 

第４条　申請書の審査及び完了検査は、道路位置指定審査表（別記様式）により行うものとする。 

　２　都市政策部建築指導課における審査及び完了検査後、関係部課へ回議するものとする。 

（公告） 

第５条　指定道路の全部又は一部について指定の廃止が行われた場合は、速やかに、指定の廃止又は

一部廃止の公告を行うものとする。 

　（変更） 

第６条　道の築造承認後、工事完了検査までの間に変更が生じた場合は、変更に係る図書を道の築造

完了届に添付するものとする。　 

 

附　則 

　この要領は、平成１７年３月２８日から施行する。 

附　則 

　この要領は、平成２３年２月１日から施行する。 

附　則 

　この要領は、平成２３年９月１日から施行する。 

附　則 

　この要領は、平成２８年５月１３日から施行する。 

附　則 

　この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附　則 

　この要領は、令和６年１１月１９日から施行する。 

　　　　　　附　則 

この要領は、令和７年２月２５日から施行する。



別表 

 道路位置指定申請、私道変更（廃止）承認申請

 書 類 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 等

 申 請 書 □申請書に以下の書類及び図面を添付する。ただし、私道（廃止）承認申請書に

添付する図面については、直前の申請内容と同様である場合は省略できる。

 委 任 状 □代理者によって申請する場合

 承 諾 書 □権利者（指定道路の土地所有者、指定道路の土地にある建物の権利を有する

者、指定道路により接道義務を果たす建物の権利を有する者、指定道路を適法に

管理する者）のすべて 

□権利者が、制限行為能力者である場合には、法定代理人、保佐人、補助人の

同意等を必要する。なお、成年被後見人については成年後見人の代理行為によ

る。法定代理人等は、戸籍謄本又は登記事項証明書により確認する。 

□法定相続人が承諾する場合は、死亡した権利者との関係が確認できる相関

図、戸籍全部事項証明書等により確認する。

 印 鑑 証 明 書 □権利者すべて、法人の場合は履歴事項全部証明書も添付

 公 図 の 写 し 

登記事項証明書

□開発区域及び指定道路は赤線で明示、公図表示範囲は周辺まで、地目、権利

者の氏名、隣地権利者（土地、建物）の氏名を明示

 その他必要な書類 □許可等（開発事業指導要綱に基づく意見書、道水路敷寄附受入承諾書、公共

物使用許可）の写し

 都 市 計 画 図 □太田市都市計画図を利用、方位、位置（赤線で明示）

 付 近 見 取 図 □方位　・開発区域の境界（赤線で明示）　　　　　　　　　　　　　　　※1/2500 以上

 土地利用計画図 

地 籍 図 

求 積 図

□方位、縮尺、開発区域の境界（赤線で明示）、開発区域の面積（求積表） 

□取付道路の位置、幅員、種類、道路後退線、水路の形状、表示杭の位置 

□指定道路の位置、延長、幅員、形状、勾配、高さ、隅切り及び回転広場の寸法、　　

付帯施設（道路側溝、擁壁等）の位置、種類、形状、寸法 

□敷地の境界（分割予定線も記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※1/500 以上

 実 測 図 □測量年月日、測量者 

※土地家屋調査士等、資格を有する者の作成による

 道 路 横 断 図 

道 路 縦 断 図

□道路の幅員、路面、路盤の構造、横断・縦断勾配、隣接する土地との高低差 

□付帯施設（道路側溝ほか）の位置、種類、形状、寸法、必要に応じて構造詳細

図、構造計算書　　　　　　　　　　　　　　※横断図 1/50 以上、縦断図 1/500 以上

 排水計画平面図 □方位、縮尺、排水区域の区域界、放流先の形状 

□排水施設の位置、種類、流れの方向、雑排水の処理方法　　　※1/500 以上

 道 の 築 造 完 了 届 出

 書 類 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 等

 届 出 書 □道の築造完了届に以下の書類を添付する。

 公 図 の 写 し 

登記事項証明書 

地 積 測 量 図

□指定道路の土地と他の土地を分筆後のもの、表示範囲は開発区域周辺まで 

□権利者が変更された場合は、変更後の権利者の承諾書と印鑑証明書も添付 

□登記事項証明書は指定道路部分

 変更に係る図書 □変更内容説明及び変更図書 

※道に関する基準に係る変更及び道の形状の大幅な変更にあっては、再度事前

協議し、権利者の承諾書を添付すること。
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道路位置指定技術基準 

令：建築基準法施行令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　道路の両端が他の道路に接続したものであること（令第 144 条の 4 第一号） 

次のイからニに該当する場合は袋路状道路（その一端のみが他の道路に接続し、通り抜けできな

いものをいう。以下同じ。）とすることができる。 

イ　幅員６ｍ未満の袋路状道路における延長距離が 35ｍ以下である場合 

※既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に接続する場合は、既存部分も含めた延長 

 

（A）歩道がある場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（B）４２条 2 項道路の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （C）屈曲している場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（D）水路等がある場合 

 

　　　　　　　　　　　　L = L1+L2+L3（道路中心線） 
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ロ　道路の終端が公園、広場等（自動車の転回に支障がないものに限る。）である場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ　幅員６ｍ未満の袋路状道路の終端及び区間 35ｍ以内ごとに転回広場を設置した場合 

転回広場とは、道の中心線から水平距離が２ｍを超える区域内において小型四輪自動車のうち

最大なもの（１．７ｍ×４．７ｍ）が２台以上停車できるもの、小型四輪自動車のうち最大なものが転

回（同一路上において車両の進行方向を逆に転ずること）できるものをいう。 

※最小幅員６ｍ未満の既存袋路状道路に接続する場合は、既存部分も含めて設置 

 

ニ　幅員６ｍ以上の場合 

 

【転回広場の参考例　※昭和４５年建設省告示第１８３７号に適合していれば形状は問わない】 
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２　隅切り（令第 144 条の 4 第二号） 

 

　　　　　（A）基本的な隅切り　　　　　　　　　　（B）４２条 2 項道路の場合　　　　　　　　（C）屈曲部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（D）歩道がある場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（E）水路等がある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　（F）鋭角部分　　　　　　　　　　　　　　　　（G）どちらか一方の隅切り部分が２ｍ以上とれない場合 
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３　道路は砂利敷その他ぬかるみとならない構造とすること。（令第 144 条の 4 第三号） 

道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）、太田市市道の構造の技術基準を定める条例（平成２４

年太田市条例第３８号）及び太田市承認工事審査基準によるものとする。 

 

４　道路の縦断勾配は１２％以下とし、階段状でないものであること。（令第 144 条の 4 第四号） 

９％以上の勾配の場合はスベリ止め舗装とし、横断勾配は下表を標準値とする。 

 
 

 

５　道及びこれに接する敷地からの排水に必要な側溝、街渠を設けること。（令第 144 条の 4 第五号） 

道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）、太田市市道の構造の技術基準を定める条例（平成２４

年太田市条例第３８号）及び太田市承認工事審査基準によるものとする。 

 

 

 

※　昭和４５年１２月３１日以前に指定された位置指定道路に接続する場合について 

 

（参考）附　則（昭和４５年１２月２日　政令第３３３号建築基準法施行令の一部を改正する政令） 

（施行期日） 

1　この政令は、建築基準法の一部を改正する法律（昭和４５年法律第１０９号。以下「改正法」とい

う。）の施行の日（昭和４６年１月１日）から施行する。 

（改正前の建築基準法第４２条第１項第五号の規定による指定） 

2　この政令の施行の際現に改正法による改正前の建築基準法第４２条第１項第五号の規定による

道路の位置の指定を受けている道は、この政令による改正後の建築基準法施行令第１４４条の４第１

項各号に掲げる基準に適合するものとみなす。

 路面の種類 アスファルト舗装等 その他 歩道又は自転車道
 横断勾配％ １．５以上２．０以下 ３．０以上５．０以下 １.５以上２.５以下


